
・
消
防
費

　

高
規
格
救
急
自
動
車
購
入
事
業

　
●
減
と
な
っ
た
も
の

・
民
生
費

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
費

・
総
務
費

　

き
び
ド
ー
ム
大
規
模
改
修
事
業
等
の
完

成
に
よ
る
も
の

・
土
木
費

　

町
道
大
規
模
補
修
事
業
費
お
よ
び
町
道

北
筋
西
丹
生
図
２
号
線
道
路
新
設
工
事

費
の
減
に
よ
る
も
の

・
公
債
費

　

地
方
債
の
新
規
発
行
抑
制
に
よ
る
も
の

一般会計決算額を
町民１人当たりに換算すると…

１人当たりの町税負担額は
12万5,784円（前年比 2.8%増）

１人当たりの町債残高は
58万2,495円（前年比 8.2%減）

※人口（令和５年３月末現在）２万 5,518 人

令和３年度

令和４年度

義務的経費 その他経費投資的経費

160億 180億 200億140億120億100億80億60億40億20億

扶助費
13億

6,300万円

公債費
24億8,473万円

人件費
29億7,505円

繰出金
25億1,094万円

普通建設事業費
18億2,136万円
災害復旧費
1億7,238万円

物件費　　 23億9,432万円
補助費等　 23億7,697万円
維持修繕費　1億6,542万円
積立金　　 14億4,942万円

扶助費
16億

1,936万円

公債費
24億1,874万円

人件費
29億2,647万円

繰出金
25億6,864万円

普通建設事業費
13億4,379万円
災害復旧費
4,177万円

物件費　　 24億2,355万円　　
補助費等　 19億2,806万円
維持修繕費　1億9,535万円　　
積立金　　 10億8,539万円

─ 用語解説 ─
一般会計・特別会計／さまざまな事業に対応するため、収支が複雑

化しないように財布を分けています。一般会計は行政運営の基
本的な経費を網羅して計上した会計であり、特別会計以外の全
ての経費は一般会計で処理しています。一方、特別会計とは、
一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して
処理するための会計です。

実質収支額／形式収支（各会計年度における歳入総額から歳出総額
を単純に差し引いた額）から、翌年度への繰り越すべき財源を
差し引いた額。

町債／特定の歳出に充てるため、町が年度を超えて元利を償還する
借入金のこと。

令
和
４
年
度
決
算
の
概
要

歳
入

前
年
度
と
比
べ
て
11
億
９
４
１
９
万
円

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。項
目
別
で
増
額
・

減
額
と
な
っ
た
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り

で
す
。

●
増
と
な
っ
た
も
の

・
町
税

　

固
定
資
産
税
等

●
減
と
な
っ
た
も
の

・
国
庫
支
出
金

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
事

業
に
か
か
る
国
か
ら
の
交
付
金

・
町
債
お
よ
び
繰
入
金

　

き
び
ド
ー
ム
大
規
模
改
修
事
業
等
の
大

型
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の

歳
出

前
年
度
と
比
べ
て
11
億
６
２
４
７
万
円

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。項
目
別
で
増
額
・

減
額
と
な
っ
た
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り

で
す
。

●
増
と
な
っ
た
も
の

・
商
工
費

　

応
援
ク
ー
ポ
ン
券
給
付
事
業

目
的
税
等
の
使
途
の

明
確
化
に
つ
い
て

・
入
湯
税
に
つ
い
て
は
、
環
境
衛
生
施

設
、
鉱
泉
源
の
保
護
管
理
施
設
お
よ

び
消
防
施
設
そ
の
他
消
防
活
動
に
必

要
な
施
設
の
整
備
な
ら
び
に
観
光
の

振
興
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
目
的

税
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
観
光
振
興
基

金
へ
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

・
地
方
消
費
税
交
付
金
の
社
会
保
障
財

源
化
分
に
つ
い
て
は
、
老
人
福
祉

費
、
障
害
者
福
祉
費
、
児
童
福
祉
総

務
費
お
よ
び
児
童
措
置
費
へ
充
当
し

て
い
ま
す
。

令和４年度　一般会計（歳出）性質別決算額
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